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 （単位：千円） 

取組項目 １ 定員の適正化・人件費独自削減 

取組内容 

・定員適正化の取組み 

 ➤計画期間５か年間で定員 30 人の削減 

・職員採用の抑制 

 ➤定年退職者に対する職員の採用を抑制 

・特別職、管理職、一般職、再任用の給与削減 

・委員報酬（選挙、嘱託医などを除く）の削減 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 230,000 272,000 146,000 133,000 146,000 927,000 

効果額実績 248,420 297,239    545,659 

達成状況 達成 達成     

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・定員適正化（Ｒ２年度当初職員数 328人を基準とする） 

Ｒ４年度当初職員数 310人 定員削減数 18人 

  Ｒ５年度当初職員数 308人 

（Ｒ４退職 11人 Ｒ５採用 ８人 病院事業から異動 １名） 

 ・職員等給与削減 

  ①特別職 

   給料削減 市長：20％ 副市長：15％ 教育長：10％ 

   期末手当削減 0.3月分 

  ②職員（消防職員、再任用含む） 

   給料削減 給料表１，２級：３％ 給料表３級以上：５％ 

   期末手当削減 管理職：0.3月分 係長職以下：0.25月分 

   管理職手当削減 10％ 

  ③議員・委員報酬 

報酬削減 ５％削減 

期末手当削減（議員のみ） 0.3月分 

 

※具体的方策の見直し内容 

 ・給与等の独自削減：Ｒ４年度をもって終了(特別職・議員を除く) 

 ・定員適正化の計画期間（30人減）：５年間→15年間に変更 

課   題 

今後の方針 

 

・人口減少を考慮しつつ、安定した行政運営ができるよう計画的な人材確保を行う

とともに、機動的かつ弾力的な組織運営を進めていく。 

・職員の働き方改革やⅮＸ推進、超過勤務縮減プログラムなどの取組により、事務

の効率化と総人件費の縮減に努める。 
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 （単位：千円） 

取組項目 ２ 歳出の抑制 

取組内容 

・事務事業の見直し 

・視察研修事業等の計画期間内凍結（子どもの研修事業を除く） 

・補助金の見直し 

 ➤制度的補助を除く、政策的補助金の原則 10％削減 

・委託料の見直し 

・ＬＥＤ化、新電力活用等による電気料の削減 

・民間活力を活用する取組 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 144,000 177,000 177,000 177,000 177,000 852,000 

効果額実績 213,294 214,642    427,936 

達成状況 達成 達成     

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・視察研修等凍結 ：  6,738千円 

 ・補助金▲10％  ： 17,101千円 

 ・委託料▲10％  ： 24,255千円 

 ・事務事業見直し ：147,869千円 

 ・LED化による削減 ： 18,679千円 

        合計：214,642千円 

課   題 

今後の方針 

 

・前年同様に計画で見込む効果は達成しているものの、電気料や物価の高騰がマイ

ナス要因となっている。 

・サービスの利用の状況や実態を検証し、必要とされる市民サービスを見極めて、

サービスの「量」から「質」への転換を図る。 

・持続可能な財政基盤の確立に向けて、引き続き、事務事業の見直しと民間活力の

活用を推進する。 
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 （単位：千円） 

取組項目 ３ 市立病院経営見直し 

取組内容 

・病院事業会計補助金の見直し 

➤「新経営改革プラン」による持続可能な経営基盤の確立 

➤地域医療構想を見込んだ経営改善策による歳入の確保 

➤将来的な地域人口に見合った適正病床体制による特別交付税措置 

➤建設改良費に対する独自繰出分の見直し 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 68,000 60,000 60,000 60,000 60,000 308,000 

効果額実績 0 60,420    60,420 

達成状況 未達成 達成     

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・令和３年度末に許可病床数を148床から133床とし、特別交付税の算定項目であ

る不採算地区公的病院等への助成経費が増となった。 

  

 〇効果額算定 

  病床数見直し前(148床)の算定額  8,056千円(①) 

  病床数見直し後(133床)の算定額 68,476千円(②) 

  68,476千円(②) － 8,056千円(①) ＝ 60,420千円 

 

課   題 

今後の方針 

 

・現プランを令和６年度からの「経営強化プラン」として改訂し、持続可能な経営

基盤の構築を進め、地域包括ケアシステムの中心的役割を果たすべく、引き続き

常勤医師の確保と経営の改善を図る。 
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 （単位：千円） 

取組項目 ４ 繰出金の縮減 

取組内容 

・公共下水道事業特別会計繰出金の縮減 

 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 － － － － 30,000 30,000 

効果額実績 － － － －   

達成状況 － － － －   

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・実績なし。 

  

課   題 

今後の方針 

 

・令和６年度の公共下水道事業法適用化に向けて、協定の見直しを行う。 

・令和４年３月に改訂した「下水道事業経営戦略」に基づき、サービス水準の維持

向上を念頭に、経営改善に向けた取組を進める。 

・その他の特別・企業会計においても歳出の抑制に向けた取組を継続するととも

に、「地方公営企業繰出基準」に基づく適正な繰り出しを行う。 
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 （単位：千円） 

取組項目 ５ 公共施設の最適化 

取組内容 

・各施設の今後のあり方についての抜本的見直し  

➤日向保養センター、あさひスキー場、サイクリングターミナル、各診療所など 

・維持管理経費の抑制 

➤管理運営事業費の 10％削減 

➤開館時間の見直し、休館日の設定 

 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 20,000 34,000 34,000 34,000 34,000 156,000 

効果額実績 19,817 25,590    45,407 

達成状況 概ね達成 未達成     

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・維持管理経費の抑制 ： 25,590千円 

 （内訳） 

人件費： 1,377千円（報償費含む） 

  委託料：19,217千円（温根別保育園廃止 5,651千円） 

  電気代： 4,158千円 

その他：  838千円 

 

開館時間の見直し：13施設 

休館日の設定  ：４施設 

施設規模の見直し：１施設 

廃止      ：３施設 

課   題 

今後の方針 

 

・「公共施設マネジメント基本計画」に基づく公共施設の最適化と施設管理の集約

化等による維持管理経費の削減に努める。 

・施設の維持補修は、予防保全型の手法を取り入れ、ライフサイクルコストを抑制

する。 
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 （単位：千円） 

取組項目 ６ 投資的経費の抑制 

取組内容 

・大型公共事業等の抑制 

・投資的事業に関連する起債発行額を５か年で 52 億円以内に抑制 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

借入見込額  5,200,000 

借入実績 964,200 1,256,900    2,221,100 

達成状況   

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・投資的事業の借入実績 

① 過疎債ハード：1,137,000千円 

 ・国営農地再編推進事業 731,900千円 

 ・市民文化センター施設環境整備事業 131,200千円 

 ・中学校整備事業 54,500千円 外 

 

② 公共事業等：5,600千円 

 ・橋梁整備（補助）事業 5,600千円 

 

③ 緊急防災・減災事業：3,300千円 

     ・消防水利整備事業 3,300千円  

 

④ 一般単独 外 ：111,000千円 

   ・市道整備（単独）事業 104,000千円 外 

 

  合計       ：1,256,900千円 

課   題 

今後の方針 

 

・本市においては、市税収入の割合が少ないなか、市民の安全安心な暮らしを支え

る社会インフラ整備のため、起債発行が必要不可欠である。 

・今後においても「まちづくり総合計画」に基づき、交付税措置が有利な過疎債な

どの活用を中心に、計画的な起債の借入を行う。 
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 （単位：千円） 

取組項目 ７ 包括発注等の実施 

取組内容 

・清掃、警備、エレベータ保守業務委託料の縮減 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000 

効果額実績 29,996 27,475    57,471 

達成状況 達成 達成     

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・委託料の包括発注 

  清掃     ： 8,512千円 

  エレベータ保守： 1,498千円 

  機械警備保守 ：17,052千円 

 

 ・事務消耗品の包括発注 

  コピー用紙  ：  413千円 

課   題 

今後の方針 

 

・業務水準の均一化や管理コストのスケールメリットを活かし、業務の改善による

経費の縮減を図った。 

・今後も多様な入札方式導入による効率化と事務の負担軽減をめざした包括発注

等のあり方について、調査研究する。 
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（単位：千円） 

取組項目 ８ 歳入の確保 

取組内容 

・市税収入の確保 

・ふるさと納税制度の活用 

・Ｊ-クレジット制度の活用 

・未利用財産の計画的売却 

・その他あらゆる歳入の確保 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 50,000 

効果額実績 24,325 9,585    33,910 

達成状況 達成 概ね達成     

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・未利用財産の売り払い 

  土地：公売 ２件   9,585千円 

 

 

課   題 

今後の方針 

 

・施設の廃止等に伴い、未利用となっている市の普通財産について、利活用の予定

がない物件を計画的に売却した。 

・引き続き、未利用財産の有効活用策を検討するとともに、利活用を行わない場合

には、積極的な売却を実施する。 

・今後もふるさと納税制度の活用などあらゆる歳入の確保に努める。 
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（単位：千円） 

取組項目 ９ 起債の特例等の活用 

取組内容 

・退職手当債の発行 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 － － － － － － 

効果額実績 － － － － － － 

達成状況 － － － － － － 

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・具体的方策の見直しにより借入を停止。 

  

課   題 

今後の方針 
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（単位：千円） 

取組項目 10 その他 

取組内容 

・財政健全化実行計画で実施する歳出の抑制や公共施設の最適化などに関わり、効

果額として見込まなかった取組。 

 

 

年  度 
Ｒ３年度

(2022) 

Ｒ４年度

(2023) 

Ｒ５年度

(2024) 

Ｒ６年度

(2025) 

Ｒ７年度

(2026) 
累計 

効果額見込額 － － － － － － 

効果額実績 7,657 7,113    14,770 

達成状況 － － － － － － 

実施状況 

【Ｒ４年度】 

 ・サイクリングターミナルの廃止    ：6,381千円 

 ・サイクリングターミナル冬期維持管理費：▲824千円 

 ・スポーツ研修所の廃止        ：1,556千円 

                  合計：7,113千円 

 

 

課   題 

今後の方針 

 

・「財政健全化実行計画」で掲げた具体的な方策を着実に実行し、歳入の確保や創

意工夫による歳出の削減に努め、数値として見込むことができないものについ

ても取組を進める。 

・将来にわたる安全・安心な市民サービスの確保に向け、「行財政運営戦略」及び

「公共施設マネジメント基本計画」に基づく各種取組を引き続き推進する。 
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【分析】 

 

概ね計画どおりで

あるが、算定の分

母となる一般財源

収入で、市税、普通

交付税等が増加し

た一方、原油や電

気代などの物価高

騰の影響で経常収

支比率の上昇を招

いた。 

【分析】 

 

概ね計画どおりの

推移となった。 

【分析】 

 

将来負担額の控除

財源となる財政調

整基金等が大幅に

増加したため、比

率が改善した。 


